
プレミアム付商品券事業の検討状況

平成３１年１月２５日

内閣官房プレミアム付商品券施策推進室
（本資料の内容は、一部を除き、現在検討中のものであり、今後、変更となることがありうる）
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○消費税率については、法律で定められたとおり、2019年10月１日に現行の８％から10％に２％引き上げる予定
○前回の３％引上げ時の経験を活かし、あらゆる施策を総動員し、経済の回復基調に影響を及ぼさないよう、全力で対応
①臨時・特別の措置を講ずる2019・2020年度予算を通じて、各措置の規模・実施時期をバランスよく組み合わせ、全体としての財政規律を堅持
②各措置の目的を明確化
③未来及び経済構造改革に資する観点も十分踏まえて対応
〇消費税率引上げの必要性やその影響を緩和する措置などについて、国民に分かりやすい広報の実施

基本的考え方

「消費税率引上げに伴う対応」の概要

消費税率引上げによる影響と対応

幼児教育の無償化、社会保障の充実による支援 受益増

幼児教育無償化の10月１日実施、年金生活者支援給付金の支給等 2.8兆円程度

消費税負担増に対する診療報酬等による補てん等 0.4兆円程度

消費税率の引上げの影響 負担増 負担軽減

消費税率の引上げによる負担増が国・地方で＋5.7兆円程度（１％当たり2.87兆円程度） 5.7兆円程度 ー

軽減税率制度の実施 ー １.1兆円程度

昨年度実施したたばこ税や所得税の見直しなどによる財源確保 0.6兆円程度 ー

5.2兆円程度
の負担増

3.2兆円程度
の受益増

経済への影響を

２兆円程度に抑制

消費税率引上げに対応した新たな対策 予算規模等

臨時・特別の予算措置
ポイント還元、プレミアム付商品券、すまい給付金、次世代住宅ポイント制度、

防災・減災、国土強靱化 等

2兆円程度

（国費）

税制上の支援
住宅ローン減税の拡充、自動車の取得時及び保有時の税負担の軽減

0.3兆円程度

（減税）

２．３兆円
程度の措置

今回の消費税率引上げによる経済への影響は、幼児教育無償化等の措置により２兆円程度に抑えられる。
これに対し、新たな対策として２．３兆円程度を措置。経済への影響を十二分に乗り越える対策とする。

（注）計数精査中

２．３兆円程度
の措置

経済への影響を十二
分に乗り越える対策
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プレミアム付商品券事業について

 消費税・地方消費税率の10％への引上げが低所得者・子育て世帯（0～2歳児）の消費に与える影響を緩和する

とともに、地域における消費を喚起・下支えすることを目的として、プレミアム付商品券の販売を行う市区町村に対し、そ

の実施に必要な経費（事業費及び事務費）を国が全額補助。

（１）2019年度住民税非課税者（課税基準日2019.1.1）※住民税課税者と生計同一の配偶者・扶養親族、生活保護被保護者等を除く。

（２）３歳未満の子が属する世帯の世帯主（商品券使用開始目標日<10/1>にできる限り近い基準日（6/1を想定））

１．購入対象者

 購入限度額：①上記１.（１）の該当者：券面額 ２.５万円（販売額 ２万円）

②上記１.（２）の該当者：券面額 ２.５万円（販売額 ２万円）×3歳未満の子の数

※低所得者に配慮した分割販売を実施（５千円単位）

 割引率：２０％（プレミアム補助額：５千円）

 使用可能期間：2019.10～2020.3までの間で市区町村の定める期間（市区町村には2019.10.1使用開始を目標とするよう要請）

 取扱事業者：市区町村内の店舗を幅広く対象として公募（ただし、市区町村が、社会通念上、不適切と判断する商品等の除外は可。）等

２．制度概要

 31年度予算（案）： 1,723億円 ※30年度2次補正予算に96億円を別途計上

３．予算

＜適切な事業執行に向けた市区町村への要請事項＞

・ 商品券の１枚あたり額面は、地域の実情に応じ、利用しやすい額とすること（例：５百円）。

・ 商品券購入者等に対し、第三者への転売、譲渡は行わないで頂きたい旨の周知を行うこと。 等

上記制度概要等に規定する事項以外は、各市区町村が独自に実施してきた商品券事業の実施方法など自治体が最も適切と考える
実施方法を認め、自治体における迅速・円滑かつ効果的な事業執行を後押し。
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購入手続き（非課税者分）＜案＞ ※基準日を除く表中の時期は例示。

基準日（１／１）時点の市区町村

（６～７月頃）
①想定対象者への個別広報活動等の
準備・実施

※この時点では税務情報を活用できないため、
住民税担当課からの非課税者一般への周知まで

商品券購入者

（７月頃～１１月頃）

②購入希望申請

※要件該当の宣誓・税務情報等の確認同意

（７月頃～随時）

③要件確認 （９月頃～随時）

④購入引換券送付

（１０月～２月頃）

⑤商品券購入

※購入引換券提示＋代金支払い

＜「③要件確認」の方法＞

・ 原則として、購入申請書に記載された「要件該当の宣誓」に基づき確認（宣誓に署名がないものは不可）。

・ ただし、税務情報（課税・非課税、配偶者控除・扶養控除等適用状況）、住基情報（課税者と同一世帯）により、事実でない
と考えられる宣誓を除外（除外後、本人から宣誓を証明する資料（戸籍・健康保険証等）が提出された場合は改めて対象に）。

３



※購入引換券は全国的に利用される様式であるため、様式や取り扱い方法については、全国的に統一。

※以下の購入引換券の文言・体裁は検討中のもの。

購入者氏名 〇〇 〇〇
購入者住所 〇〇県〇〇市・・・

〇〇市プレミアム付商品券購入引換券

購入単位 ４０００円（利用可能額５０００円）
購入回数 ５回（一度に複数回分購入することも可）

（○○市から転出した方へ）
本購入引換券は、以下の購入確認欄の空欄数に応じ、お住まいの市町村のプレミア
ム付商品券購入引換券と交換できます（例えば、転出前に確認印が２つ押されてい
た場合には、転入先では同じく確認印が２つ押された転入先の購入引換券と交換で
きます。この場合、転入先では購入単位３つ分、購入可能です）。また、交換時の
注意事項は上の「購入時の注意事項」と同様です。

【購入確認欄】訂正は国の定める方法のみ有効

（購入時の注意事項）

この引換券は再発行できませんので、大切に保管してください。
身分証明書（免許証、健康保険証、社員証、学生証等）、郵便物など購入窓口来訪
者の氏名・住所を証明できるものをお持ちください。
また、ご家族が同一世帯の他のご家族の購入引換券により商品券を購入することが
できます。その際には購入窓口で、ご家族との続柄を申し出てください。代理人・
使者等が商品券を購入する場合は、被代理人等の購入引換券を提示の上、被代理人
等との関係を申し出てください。なお、例えば、代理人等が複数枚以上の引換券を
持ち込まれた場合には、代理関係等を示す資料の提示、被代理人への電話確認など

により代理関係等を詳しく確認させて頂く場合があります。

購入引換券＜案＞

４

再発行不可
複 写 禁 止

購入単位１単位を購入する毎に「購入済」印を押印。印影は任意（右はイメージ）

○○市
購入
確認済

国 補 助

自 治 体
公 印 刷 込



基準日以降転出者（非課税者）に係る購入手続き＜案＞ ※基準日を除く表中の時期は例示。

基準日（１／１）時点市区町村 現住所地市区町村

商品券購入者（１／１以降転出者）

（７月頃～１１月頃）

②購入希望申請

※要件該当の宣誓・税務情報等の確認同意

（７月頃～随時）

③要件確認

（９月頃～随時）

④購入引換券送付

（９月～随時） <購入者の希望に応じ実施>

⑤ 「④の１／１時点市区町村の購入引換券」と

現住所地市区町村の購入引換券との交換の申出

※現住所地を示す本人確認資料の提示

（１０月～２月頃）

⑥商品券購入※購入引換券提示＋代金支払い

（６～７月頃）
①想定対象者への個別広報活動等の準備・実施
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購入手続き（３歳未満児子育て世帯主分）＜案＞ ※基準日を除く表中の時期は例示。

基準日（６/１）時点の市区町村

（６月～）
① 住基に基づき対象者抽出

商品券購入者

（９月頃）

② 購入引換券送付 （１０月～２月頃）

③ 商品券購入

※購入引換券提示＋代金支払い

基準日以降転出者（３歳未満児子育て世帯主）に係る購入手続き＜案＞

６／１時点住所地市町村が上記②の購入引換券を６／１以降転出者に送付。

当該転出者が、現住所地市町村の商品券の購入を希望する場合には、６／１時点住所地市町村の購入引換券を
現住所地市町村の購入引換券と交換した上で購入。
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市区町村における標準的作業のイメージ

（２月頃） 自治体内部の事務局体制の構築

2018年度中の自治体準備経費 ⇒ 自治体の2018年度の補正予算に計上（国補正予算活用）。残額があれば繰越。

2019年度中の自治体準備経費、ﾌﾟﾚﾐｱﾑ分の補助費 ⇒ 自治体の2019年度の当初予算又は補正に計上（国当初予算活用）。

（６月頃） 住民税非課税者（課税基準日：１／１）に購入希望申請を促すための個別広報活動の準備

６／１時点住基台帳から三歳未満児子育て世帯主の抽出

（７月～８月頃）

非課税者分の個別広報活動実施、購入希望申請受付 → 届き次第、順次審査 ※申請受付は11月頃まで実施。

購入引換券の作成、送付準備

（９月頃～）購入引換券発送開始 ※非課税者分は審査終了したものから順次発送、子育て世帯主分は一斉送付を想定

（１０月～２月頃） 購入引換券を提示し商品券販売（分割販売）※販売開始は、利用開始よりもやや早めとすることもありうる。

（１０月～３月頃） 商品券の利用・換金処理

※ ３月末までに当年度に係る事業費・事務費について国庫補助申請。換金処理が３月末を越える場合は繰越を想定。

（２月～夏頃）

事務作業補助を委託する事業者等の選定・調整、対象者リスト作成・管理システムの構築、商品券利用可能店舗の公募、

商品券の販売方法・販売期間等の検討、購入希望申請書・購入引換券・商品券作成、換金事務に係る金融機関等との調整 等

７



プレミアム付商品券事務費補助金の目安額について
＜平成３１年１月１５日付事務連絡＞（概要）

〇 プレミアム付商品券事務費補助金の目安額について

プレミアム付商品券事務費補助金については、国の平成30年度第2次補正予算案、平成31年度当初予算案に計上。都道府県及び
市区町村における執務上の参考として、これらの予算案を都道府県及び市区町村に配分した場合の「目安額」を提供。

なお、プレミアム付商品券事務費補助金については、他の補助金と同様、補助対象外経費が含まれていないかなどを、国に
おいて審査をすることを想定。目安を超過する可能性がある場合には国に事前相談を。

〇 補助対象経費について

本事業の実施に要した事務経費相当額の１００％を国が補助する予定。2月中旬頃（本事業に関する全国説明会の開催日頃）
以降に生じた経費を対象とする方向で検討中。対象経費については、臨時福祉給付金の取扱いに準じ、以下とすることを検討。

プレミアム付商品券事業のために必要な

超過勤務手当、管理職員特別勤務手当、賃金、職員旅費、需用費（消耗品費、燃料費、食糧費、印刷製本費及び光熱水費）、

役務費（通信運搬費、広告料、手数料）、使用料及び賃借料、共済費（賃金に係る社会保険料）、報償費、委託料、

その他内閣総理大臣が認めた経費

〇 国の平成30年度補正予算案に計上されているプレミアム付商品券事務費補助金の支払いを行う場合のスケジュールイメージ

2019年 1月 国から市区町村ごとに目安となる額を提示

3月 国から交付申請の依頼、交付決定

4月 国から額の請求依頼（2018年度内支出分）

5月 国から支払い

2020年 3月 国から実績報告・額の請求依頼、国から支払い
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